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ニッセイアセットマネジメント株式会社

【別紙】「ＤＣニッセイ／パトナム・グローバル・コア株式」の信託約款変更について

１． 対象ファンド

ＤＣニッセイ／パトナム・グローバル・コア株式

２． 約款変更の理由等

当ファンドは 2001 年 11 月 30 日の設定以来、投資信託財産の中長期的な成長をめざして運用を行ってまいりました

が、長期にわたり運用成績が振るわない状況が継続していることから、抜本的な運用方針の見直しを行うことで受益者

の皆様の投資収益の向上を目指してまいります。

また、投資対象の変更にともない当ファンドの名称を変更するとともに、受益者の皆様の利益に資するため信託報酬

を引下げいたします。

なお、運用変更と合わせ、当ファンドの申込にかかる約定基準価額のブラインドを一層確保することを目的に、当ファ

ンドの申込受付不可日に主要な外国投資対象資産にかかる取引所の休業日または当該国の休日と同日を追加する変

更も行います。

３． 約款変更の内容（変更内容の詳細は約款変更新旧対照表をご確認ください）

変更事項 変更の内容

① 運用方針の変更

投資対象マザーファンドを「ニッセイ／パトナム・海外株式マザーファンド」から投資環境に応じて適宜

マザーファンドを変更するマルチマネージャー方式へ変更し、マザーファンドの組入比率を適切に調

整します。

②
当ファンド

名称の変更

【変更後の名称】

ＤＣニッセイグローバルアクティブ株式

③
信託報酬の引下げ
[信託報酬の内訳は参考情

報]

【変更前［税抜：年率］】 【変更後［税抜：年率］】

総額 委託 販社 受託 総額 委託 販社 受託

1.80%
（税込 1.98%）

0.95% 0.75% 0.10% 1.77%
（税込 1.947%）

0.95% 0.75% 0.07%

④
申込受付不可日の

追加（下線部を追加）

ニューヨーク証券取引所、ニューヨークの銀行、ロンドン証券取引所、ロンドンの銀行のいずれかの休

業日と同日の場合は、 申込みの受付けを行いません。

４． 変更日

2024 年 12 月 23 日（月） 約款変更日（※1）

2025 年 3 月 20 日（木） 約款変更効力発生日（※2）

（※1）約款変更日以降、運用方針の変更に着手し、約款変更効力発生日までに完了いたします。

（※2）運用方針の変更を除く、当ファンド名称の変更、信託報酬の引下げ等、約款変更の内容を適用いたします。
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追加型証券投資信託「ＤＣニッセイ／パトナム・グローバル・コア株式」

投資信託約款変更新旧対照表

新 旧

（ファンド名称）

ＤＣニッセイグローバルアクティブ株式

運 用 の 基 本 方 針

（略）

２．運 用 方 法

（１）投資対象

別に定める親投資信託（以下「投資対象ファンド」

といいます。※）の受益証券を主要投資対象としま

す。なお、直接株式、公社債等に投資を行う場合が

あります。

※ 今後、投資対象ファンドが追加または変更にな

る場合があります。

（２）投資態度

① 主として投資対象ファンドの受益証券への投

資を通じて、実質的に主に日本を除く世界主要

先進国の株式に分散投資を行います。

② （略）

③ 上記投資対象ファンドの受益証券の組入比率

は原則として高位を保ちますが、市況動向等に

よっては直接株式、公社債等に投資を行う場合

があります。

④ 各投資対象ファンドへの投資割合は、リター

ン特性等を基に決定します。各投資対象ファン

ドへの投資割合は定期的な見直しを行うほか、

市場環境等に応じても変更を行います。また適

宜リバランスを行います。なお、全ての投資対

象ファンドに投資するとは限りません。

⑤ 投資対象ファンドについては、定性・定量評

価等により適宜見直しを行います。この際、投

資対象ファンドとして定められていた投資信託

証券が投資対象ファンドから除外されること、

もしくは新たな投資信託証券が投資対象ファン

ドとして定められることがあります。

⑥ （略）

⑦ （略）

（略）

（ファンド名称）

ＤＣニッセイ／パトナム・グローバル・コア株式

運 用 の 基 本 方 針

（略）

２．運 用 方 法

（１）投資対象

ニッセイ／パトナム・海外株式 マザーファンド

受益証券を主要投資対象とします。

なお、直接株式、公社債等に投資を行う場合が

あります。

（２）投資態度

① 主としてニッセイ／パトナム・海外株式 マザ

ーファンド受益証券への投資を通じて、実質的

に日本を除く世界主要先進国の株式に分散投資

を行います。

② （略）

③ 上記マザーファンド受益証券の組入比率は原

則として高位を保ちますが、市況動向等によっ

ては直接株式、公社債等に投資を行う場合があ

ります。

（新設）

（新設）

④ （略）

⑤ （略）

（略）
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新 旧

追加型証券投資信託

ＤＣニッセイグローバルアクティブ株式

約  款

（受益権の申込単位、価額および手数料等）

第13条 （略）

② （略）

③ 第１項の場合の取得申込日がニューヨーク証券

取引所、ニューヨークの銀行、ロンドン証券取引

所、ロンドンの銀行のいずれかの休業日と同日の

場合は、原則として受益権の取得申込の受付は行

いません。ただし、第52条第２項に規定する収益

分配金の再投資に係る取得申込に限ってこれを受

付けるものとします。

④～⑤ （略）

⑥ 別に定めるＤＣニッセイグローバルアクティブ

株式自動けいぞく（累積）投資約款にしたがって

契約（以下「別に定める契約」といいます。）を結

んだ受益者が、第52条第２項の規定に基づいて収

益分配金を再投資する場合の受益権の価額は、原

則として第46条に規定する各計算期間終了日の基

準価額とします。

⑦ （略）

（運用の指図範囲等）

第22条 委託者は、信託金を、主としてニッセイアセッ

トマネジメント株式会社を委託者とし、三菱ＵＦ

Ｊ信託銀行株式会社を受託者として締結された別

に定める親投資信託（以下「マザーファンド」と

いいます。）の受益証券のほか、次の有価証券（金

融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利を除きます。）

に投資することを指図します。

（略）

② （略）

③ 第１項の規定にかかわらず、この信託の設定、

解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委託

者が運用上必要と認めるときには、委託者は、信

託金を前項に掲げる金融商品により運用すること

の指図ができます。

④～⑧ （略）

（信託報酬等の総額および支弁の方法）

第49条 委託者および受託者の信託報酬の総額は、第46

条に規定する計算期間を通じて毎日、投資信託財

産の純資産総額に年10,000分の177の率を乗じて

追加型証券投資信託

ＤＣニッセイ／パトナム・グローバル・コア株式

約  款

（受益権の申込単位、価額および手数料等）

第13条 （略）

② （略）

③ 第１項の場合の取得申込日がニューヨーク証券

取引所またはニューヨークの銀行等の休業日と同

日の場合には、原則として受益権の取得申込の受

付けは行いません。

④～⑤ （略）

⑥ 別に定めるＤＣニッセイ／パトナム・グローバ

ル・コア株式自動けいぞく（累積）投資約款にし

たがって契約（以下「別に定める契約」といいま

す。）を結んだ取得申込者が、第52条第２項の規定

に基づいて収益分配金を再投資する場合の受益権

の価額は、原則として第46条に規定する各計算期

間終了日の基準価額とします。

⑦ （略）

（運用の指図範囲等）

第22条 委託者は、信託金を、主としてニッセイアセッ

トマネジメント株式会社を委託者とし、三菱ＵＦ

Ｊ信託銀行株式会社を受託者として締結されたニ

ッセイ／パトナム・海外株式マザーファンド（以

下、「マザーファンド」といいます。）の受益証券

のほか、次の有価証券（金融商品取引法第２条第

２項の規定により有価証券とみなされる同項各号

に掲げる権利を除きます。）に投資することを指図

します。

（略）

② （略）

③ 第１項の規定にかかわらず、この信託の設定、

解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委託

者が運用上必要と認めるときには、委託者は、信

託金を前項第１号から第４号までに掲げる金融商

品により運用することの指図ができます。

④～⑧ （略）

（信託報酬等の総額および支弁の方法）

第49条 委託者および受託者の信託報酬の総額は、第46

条に規定する計算期間を通じて毎日、投資信託財

産の純資産総額に年10,000分の180の率を乗じて
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新 旧

得た金額とし、委託者と受託者との間の配分は別

に定めます。

②～③ （略）

④ 委託者は、主要投資対象とする「ニッセイ／ブ

ラウン・グローバル・リーダーズ株式 マザーファ

ンド」および「ニッセイ／サンダース・グローバ

ルバリュー株式Ⅱ マザーファンド」の運用の指図

に関する権限の委託を受けた者が受ける報酬を次

のとおり支弁するものとします。

投資信託財産に属する「ニッセイ／ブラウン・

グローバル・リーダーズ株式 マザーファンド」の

時価総額に毎日、年10,000分の49の率を乗じて得

た金額を、第１項に基づいて委託者が受ける報酬

から毎年3月、6月、9月および12月の各末日後また

は投資一任契約終了時に支弁します。

投資信託財産に属する「ニッセイ／サンダース・

グローバルバリュー株式Ⅱ マザーファンド」の時

価総額に年 10,000 分の 40 以内の率を乗じて得た

金額を、第１項に基づいて委託者が受ける報酬か

ら毎年 3 月および 9 月の各末日後または投資一任

契約終了時に支弁します。

（一部解約）

第54条 （略）

② 前項の場合の一部解約請求申込日がニューヨー

ク証券取引所、ニューヨークの銀行、ロンドン証

券取引所、ロンドンの銀行のいずれかの休業日と

同日の場合は、原則として受益権の一部解約の実

行の請求の受付は行いません。

③～⑦（略）

附則第１条  約款第13条第６項の「ＤＣニッセイグロー

バルアクティブ株式自動けいぞく（累積）投

資約款」とは、この信託について受益権取得

申込者と取扱販売会社が締結する「ＤＣニッ

セイグローバルアクティブ株式自動けいぞ

く（累積）投資約款」と別の名称で同様の権

利義務関係を規定する契約を含むものとし

ます。この場合「ＤＣニッセイグローバルア

クティブ株式自動けいぞく（累積）投資約款」

は当該別の名称で読み替えるものとします。

附則第４条 （略）

    ② （略）

得た金額とし、委託者と受託者との間の配分は別

に定めます。

②～③ （略）

④ 委託者は、主要投資対象とするマザーファンド

の運用の指図に関する権限の委託を受けた者が受

ける報酬を、第１項に基づいて委託者が受ける報

酬から毎計算期末または投資一任契約終了時に支

弁するものとし、その報酬額は当該計算期間を通

じて毎日、投資信託財産に属するマザーファンド

の時価総額に年10,000分の47.5を乗じて得た金額

とします。

（一部解約）

第54条 （略）

② 前項の場合の解約請求申込日がニューヨーク証

券取引所またはニューヨークの銀行等の休業日と

同日の場合には、原則として受益権の一部解約の

実行の請求の受付けは行いません。

③～⑦（略）

附則第１条  約款第13条第６項の「ＤＣニッセイ／パト

ナム・グローバル・コア株式自動けいぞく（累

積）投資約款」とは、この信託について受益

権取得申込者と取扱販売会社が締結する「Ｄ

Ｃニッセイ／パトナム・グローバル・コア株

式自動けいぞく（累積）投資約款」と別の名

称で同様の権利義務関係を規定する契約を

含むものとします。この場合「ＤＣニッセイ

／パトナム・グローバル・コア株式自動けい

ぞく（累積）投資約款」は当該別の名称で読

み替えるものとします。

附則第４条 （略）

    ② （略）



5

新 旧

１．別に定める親投資信託

運用の基本方針および投資信託約款第22条第１項

の「別に定める親投資信託（投資対象ファンド）」とは、

次の親投資信託をいいます。

親投資信託 ニッセイ／ブラウン・グローバ

ル・リーダーズ株式 マザーファ

ンド

親投資信託 ニッセイ／サンダース・グローバ

ルバリュー株式Ⅱ マザーファン

ド

（新設）


